
☆各所得限度額表☆ 

 

 

 

 

※１ 扶養義務者とは、民法第８７７条第１項に定める申請者（受給者）の直系血族（父母、子、祖父母等）及び兄弟
姉妹です。同居親族の所得が対象になります。生計が別の場合はその証明書類を提出してください。 

※２ 令和【Ｎ－１】年中に支払われた養育費（子の父または母が受給者及び対象児童に対して支払う金品等）の８０％
を申請者（受給者）の所得として加算します（１円未満は四捨五入）。 

※３ 孤児以外を養育している場合は申請者と同じ所得制限、孤児等を養育している場合は扶養義務者と同じ所得制限。 
※４ 令和４年６月分より、所得が特例給付の所得限度額以上の場合、手当は支給されません。 

 

☆手当月額等☆ 

★手当は原則として申請のあった月の翌月分から支給開始となります。 

★医療費助成は原則として申請日より助成開始となります。 

制度の名称 手当月額・医療費助成割合 支給月 ※３ 

児
童
手
当 

児童手当 

 ０歳～３歳未満 １５，０００円 

2・6・10月 
の 12日 

 ３歳～小学生（１人目・２人目）※１ １０，０００円 

３歳～小学生（３人目以降）※１ １５，０００円 

中学生 １０，０００円 

特例給付 

 

１人につき ５，０００円 

児童育成手当  １人につき １３，５００円 2・6・10月 
の 12日 児童育成障害手当  １人につき 

 

１５，５００円 

児
童
扶
養
手
当 

全部支給 

 １人の場合 ４５，５００円 

1・3・5・7 

・9・11月 
の 10日 

 ２人目の加算額 

 

１０，７５０円 

３人目以降の加算額 

 

１人につき ６，４５０円 

一部支給 
※２ 

 １人の場合 

 

４５，４９０円～１０，７４０円 

 ２人目の加算額 

 

１０，７４０円～  ５，３８０円 

 ３人目以降の加算額 

 

１人につき ６，４４０円～３，２３０円 

特別児童扶養手当 
 １級認定 ５５，３５０円 4・8・11月 

の 11日  ２級認定 

 

３６，８６０円 

ひとり親家庭等 

医療費助成 

非課税世帯 自己負担なし 
 

課税世帯 １割自己負担 

※１ 養育している１８歳以下（高校生以下）のお子さんの中で何人目かを数えます。 

※２ 一部支給の場合、手当額は所得に応じて決定されます。 

※３ 支払日が土日祝日にあたる場合はその前の平日に、届出の預金口座に振り込まれます。手当の振込みの

確認は、各支払月の中旬頃に通帳記入によりご確認ください。 

☆申請後の流れ☆ ※ 申請から認定までは約１～２か月かかります。 

○児童手当・児童育成（障害）手当・児童扶養手当 

申請書受理 → 書類審査 → 認定通知あるいは却下通知送付 

※ 児童扶養手当認定者のうち、手当の支給がある者には証書を交付します。 

○特別児童扶養手当 

申請書受理 → 東京都に提出・書類審査 → 認定通知あるいは却下通知送付 

※ 特別児童扶養手当認定者のうち、手当の支給がある者には証書を交付します。 

☆認定後の注意事項☆ 

・各手当（一部児童手当除く）及びマル親は、毎年現況届（更新の手続き）の提出が必要です。 
・申請事項に変更があった場合は、至急届出が必要ですので、担当までお問い合わせください。 

☆優遇制度☆ ※ 児童扶養手当証書または特別児童扶養手当証書が交付された方 

児扶・特児 ･･･ 都営水道料金の減免、粗大ごみ収集手数料・区営自転車駐輪場利用料の免除 
児扶のみ  ･･･ 都営無料乗車券の交付、ＪＲ通勤定期券の割引等 
※ 対象となる方には、改めて詳細をご案内します。 

扶養人数 

児童手当 児童育成(障害）

手当 

特別児童扶養手当 

（障害手当） 申請者 
申請者 申請者 

扶養義務者※１ 

・配偶者 児童手当 特例給付※４ 

０人 6,220,000円 8,580,000円 3,604,000円 4,596,000円 6,287,000円 

１人 6,600,000円 8,960,000円 3,984,000円 4,976,000円 6,536,000円 

２人 6,980,000円 9,340,000円 4,364,000円 5,356,000円 6,749,000円 

３人 7,360,000円 9,720,000円 4,744,000円 5,736,000円 6,962,000円 

４人目以降 １人につき 380,000円加算 213,000円加算 

扶養人数 

児童扶養手当・ひとり親家庭等医療費助成 

児童扶養手当申請者※２・養育者※３ マル親申請者※２ 

・養育者※３ 

 扶養義務者※１ 

・配偶者・養育者※３ 全部支給 一部支給 

０人 490,000円 1,920,000円 1,920,000円 2,360,000円 

１人 870,000円 2,300,000円 2,300,000円 2,740,000円 

２人 1,250,000円 2,680,000円 2,680,000円 3,120,000円 

３人 1,630,000円 3,060,000円 3,060,000円 3,500,000円 

４人目以降 １人につき 380,000円加算 

所得から控除する金額 

 

 

 

（申請者） （扶養義務者） 

控 除 種 別 児童手当 
児童育成 

(障害)手当 

児童扶養 

手当・マル親 

特別児童

扶養手当 

児童扶養 

手当・マル親 

特別児童

扶養手当 

社会保険相当額 80,000円 80,000円 

障害者 ・ 勤労学生 270,000円 270,000円 

特別障害者 400,000円 400,000円 

寡婦（夫） 270,000円 ----- 270,000円 270,000円 

ひとり親 350,000円 ----- 350,000円 350,000円 

雑損・医療費・ 

小規模企業共済等掛金 
控除相当額 控除相当額 

配偶者特別 ----- 控除相当額 控除相当額 

譲渡所得等特別控除 特別措置法による額 特別措置法による額 

業務調整控除（注） 100,000円 100,000円 
（注）給与所得又は公的年金等に係る所得を有する申請者（受給者）の総所得金額の計算にあたり、給与所得の金額

及び公的年金等に係る所得の金額の合計額から１０万円を控除する。 

所得限度額に加算する金

額  

（申請者） 

 
 

 

  

（扶養義務者） 

加 算 種 別 児童手当 
児童育成 

(障害)手当 

児童扶養 

手当・マル親 

特別児童 

扶養手当 

児童扶養 

手当・マル親 

特別児童 

扶養手当 

特定扶養親族１人につき ----- 250,000円 150,000円 250,000円 ----- 

70才以上同一生計配偶

者 

60,000円 100,000円 ----- 

老人扶養親族１人につき 60,000円 100,000円 (注) 60,000円 

（注）扶養親族が老人のみで２人以上いる場合には、２人目から６０，０００円（１人の場合は加算なし）。 

◇事業所得者の所得 ＝ 総収入額 － 必要経費 ＋ 譲渡所得等 

◇給与所得者の所得 ＝ 支払い給与の総額 － 給与所得控除額 ＋ 譲渡所得等 

令和【Ｎ】年度児童手当･児童育成手当（令和【Ｎ】年６月～令和【Ｎ＋１】年５月分手当） 

令和【Ｎ】年度児童扶養手当（令和【Ｎ】年１１月～令和【Ｎ＋１】年１０月分手当） 

令和【Ｎ】年度特別児童扶養手当（令和【Ｎ】年８月～令和【Ｎ＋１】年７月分手当） 

令和【Ｎ】年度ひとり親家庭等医療費助成（令和【Ｎ＋１】年１月～１２月） 

◇所得から控除する金額と所得限度額に加算する金額 

※令和【Ｎ－１】年中所得 

（令和【Ｎ－１】年１月～１２月の１年間） 

の適用期間 

 

令和 6年 3月 1日 


